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 池の川処理場耐震補強工事実施経過

■ 池の川処理場耐震化順位

順番 工事実施 台帳№ 施設名称 耐震化率

❶ H27 6 A系水処理棟（覆蓋）

➋ H27 11 消毒棟

➌ H30 1 管理棟（旧館） 16.6％　3/18施設

➍ R2 12 A系機械棟 22.2％　4/18（R1繰越）

➎ R3 2 管理棟（新館） 27.7％　5/18（R2繰越）

➏ R4 10 B系水処理棟（覆蓋） 33.3％　6/18

➐ R5 13 B系機械棟 38.8％　7/18（災害対応のため見送り）

11.1%（H27年度までで）2/18施設

２
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  【人孔浮上防止対策】工法比較表 

種類

形状

寸法

マンホール深さ

マンホール
への影響

舗装撤去・復旧

地下埋設物
への影響

経済性 3 1 2 3 1 1 3 1

施工実績 3 1 2 2 2 － 3 1

現場の適応性 － － － 2 3 3 2 －

点数

× × × 〇 ○ × ○ ×
・基盤層が岩盤の為適応できない。
・施工実績が少ない。
（令和4年9月時点で6基）

総合評価

・地下水位を取り込むことによ
　り、処理場への流入水量が増加
　する。
・壁面掘削を伴う。

・地下水位を取り込むことによ
　り、処理場への流入水量が増加
　する。
・壁面掘削を伴う。

・地下水位を取り込むことによ
　り、処理場への流入水量が増加
　する。
・底版掘削を伴う。

・ドレーン管打設、消散帯施工を分
　割することで、日々の道路開放が
　可能
・ドレーン管は２ｍ管を継施工とな
　るため、在庫は確保されている

・マンホール周辺の障害物に関係
　なく施工が可能
・非開削のため、日々の道路開放が
　可能

・施工実績が少ない。
（令和3年10月時点で6基）

・障害物（埋設物）がある場合で
　も、地下埋設対応型ブロック等
　により適応が可能
・施工に1～2日要するため、作業帯
　の確保が可能であれば工事費が安
　価のため適する

資材搬入日数 － － －
国内生産で在庫を確保しているため、搬出日

数のみを要す
約1.5ヶ月 －

約1～2ヶ月
受注生産のため

－

◎ ○ ×

8 －

施工日数 － － －
1～2日(日々道路開放)

消散帯：1日、ドレーン：1日
1～2日(日々道路開放) －

－ － － 7 6 －

1～2日(作業帯常設) －

日本下水道新技術機構
（新技術研究成果証明）

適用性評価

◎：（適）

〇：（可）

△：（要検討）

×：（不可）

◎ △ ○ ◎ △ △ ◎ △

◎ △ ○ ○ ○ × ◎ △

× × × ○ ◎

(技術審査証明)
日本下水道新技術機構
（建設技術審査証明）

日本下水道新技術機構
（新技術研究成果証明）

土木学会
（技術評価）

日本下水道新技術機構
（建設技術審査証明）

土木学会
（技術評価）

日本下水道新技術機構
（建設技術審査証明）

土木学会
（技術評価）

地震後の対応 再度消散弁の調整が必要。 不要。 不要。 不要。 不要。 不要。
機能した場合、常時荷重がかかる。
（沈下しない場合は問題ない）

不要。

マンホールに隣接している場合、詳細な調査
が必要。

マンホールに隣接している場合、詳細な調査
が必要。

影響なし。
ドレーン所定の深さまで打設できない場合、
影響半径を考慮し検討する。

影響なし。 影響なし。 地下埋設物対応型ブロックで検討を行う。 切廻しまたは撤去が必要。

なし なし あり なし なし あり あり施工性

削孔（躯体） 削孔（躯体） 削孔（底版） 無し 無し 無し 無し

適用範囲

無し
（条件によってアンカーボルトで固定）

なし

5.0ｍ以下 特に制限なし 10.0ｍ以下 11.0m以下（マンホール底面） 特に制限なし 特に制限なし 特に制限なし 特に制限なし

円形（直壁部が円形なら対応可能） 円形

　　円　形：１号～３号
　　非円形：内寸法900㎜～1500㎜

円形：１号以上
　　円　形：１号～５号
　　非円形：設計条件により異なる

　　円　形：１号～４号
　　非円形：設計条件により異なる

円　形：１号以上
非円形：制限なし

円　形：１号以上
非円形：制限無し

円形（組　　立）：０号～３号
　　（現場打ち）：１号～２号

円形：０号～５号

円形・矩形・楕円形 円形 円形（矩形や特殊は検討が必要） 円形・矩形・楕円形 円形・矩形・楕円形 円形・矩形・楕円形

組立・現場打ち 組立・現場打ち 組立・現場打ち 組立・現場打ち 組立・現場打ち

・マンホールに削孔したり、アンカーを打
　設したりしないため、マンホールの耐久
　性を低下させない。
・構造が単純で常時に荷重をかけずに浮上
　時のみに確実に機能する構造である。
・原理が簡単で設計・施工が容易である。
・施工後のメンテナンスがほとんど不要で
　ある。

・アンカー部は回転貫入により打設するた
　め、低振動・低騒音で施工が可能。
・定着層へ確実にアンカーを固定できれ
　ば、浮上に対し有効な方法となる。
・施工後のメンテナンスがほとんど不要で
　ある。

・ブロック設置作業は、マンホール内で容
　易に行える。
・様々な大きさのマンホールにも対応可
　能。
・マンホール周りの掘削土工が不要であ
　る。
・非開削工法であるため、マンホール周辺
　の埋設物、舗装、交通阻害が少ない。
・原理が簡単で設計・施工が容易である。

組立・現場打ち 組立・現場打ち 組立・現場打ち

 マンホール内面に長寿命化対応の鉄鋼材を充
填した、樹脂製セグメントを組み立て、強固
な自立マンホールを構築する。重量化するこ
とで、内面更生と合わせ浮上防止効果を持た
せることができる工法。

 マンホール外周部に円形の浮上抑制ブロック
と固定バンドを設置する。地震時の液状化に
伴って発生する揚圧力によって、浮上するマ
ンホールの外周部に取付けた固定バンドが浮
上抑制ブロックに当たり、浮き上がりを防止
する工法。

 マンホールの首部分から非液状化の定着層に
根入れした翼付アンカー体の引抜き抵抗力
が、マンホールに作用する浮力と地震時の慣
性力に対抗する拘束力となってマンホールの
浮上を物理的に拘束する工法。

短所

・消散弁の目詰まりの点検、維持管理が必
　要。
・壁面掘削を伴う。
・地震発生後、消散弁の調整が必要とな
　る。
・地下水を取り込むことにより、処理場へ
　の流入水量が増加する。
・地下水位の変動が大きい場合、開放圧力
　の設定が困難である。

・集水管の目詰まりの点検、維持管理が必
　要。
・壁面掘削を伴う。。
・地下水を取り込むことにより、処理場へ
　の流入水量が増加する。
・液状化低効率FL＜0.4の場合、適応でき
　ない
・地下水位の変動が大きい場合、開放圧力
　の設定が困難である。

・ろ過装置の目詰まりの点検が必要。
・底版掘削を伴う。
・地下水を取り込むことにより、処理場へ
　の流入水量が増加する。
・地下水位の変動が大きい場合、誘導管長
　の設定が困難である。

・マンホール外側の掘削工事を伴うため、
　交通障害が生じる。
・路盤より地下水位が高い場合は適応でき
　ない。

長所

・消散弁設置作業は、マンホール内で容易
　に行える。
・マンホール周りの掘削土工が不要であ
　る。
・非開削工法であるため、マンホール周辺
　の埋設物、舗装、交通阻害が少ない。
・施工実績が豊富である。

・集水管設置作業は、マンホール内で容易
　に行える。
・マンホール周りの掘削土工が不要であ
　る。
・非開削工法であるため、マンホール周辺
　の埋設物、舗装、交通阻害が少ない。
・集水管にかかる土圧による浮上り制御機
　能がある。

・マンホール周りの掘削土工が不要であ
　る。
・非開削工法であるため、マンホール周辺
　の埋設物、舗装、交通阻害が少ない。
・振動による締固め効果により、液状化リ
　スクを低減できる。

・既設マンホール内部作業は少ないため、
　仮排水の必要が無い。
・人工ドレーン打設にはコンパクトな打設
　機を使用しており、狭小な作業範囲（幅
　2.5m～長さ 5m）での施工が可能であ
　る。
・人工ドレーンは、透水性が高く排水機能
　に優れ、一部の目詰まりによる消散効果
　の支障がないため、地震発生後でも再利
　用できる。

・対策後の重心位置を検討する必要があ
　る。
・ステップは基本的に代替えの梯子設置と
　なる。
・扁形量が著しい場合（真円に対し+30
　㎜、-10㎜を超える。または、+30
　㎜、-10㎜の段差や凹凸がある）は適応
　できない。

・人孔形状の変形や人孔内に構造物がある
　場合は検討が必要。
・ステップは基本的に代替えの梯子設置と
　なる。
・新しい工法のため、施工実績がない。

・浮力が増大すると、増設ブロックが必要
　となる。
・浮上防止ブロックはマンホールメーカー
　毎に使い分けが必要なため、事前調査を
　慎重に行う必要がある。
・マンホール外側の掘削工事を伴うため、
　交通障害が生じる。

・非液状化層深の調査が必要となる。
・アンカーの定着層（非液状化の支持層）
　の適正を判断する必要がある。
・定着層が深くなる場合は、施工費が割高
　となる。
・支障となる埋設物および転石は、切廻し
　または撤去が必要である。

・設置作業は、マンホール内容易に行え
　る。
・様々な大きさのマンホールにも対応可能
　である。
・マンホール周りの掘削土工が不要であ
　る。
・非開削工法であるため、マンホール周辺
　の埋設物、舗装、交通阻害が少ない。

工法概要

 マンホール内部から側壁を削孔して、圧力開
放弁（消散弁）を取付け、この消散弁に よっ
て地震時の液状化に伴い発生する過剰間隙水
圧をマンホール内部に消散させる工法。

 マンホール内部から側壁を削孔して集水管を
取付け、この集水管によって地震時の液状化
に伴い発生する過剰間隙水圧をマンホール内
部に消散させるとともに、集水管にかかる土
圧により浮上に対する抵抗力を得る工法。

 振動による締固め効果により、摩擦力を増強
することで浮上を抑制する。また、ろ過器及
び誘導管のドレーン効果により、地震時の液
状化に伴い発生する過剰間隙水圧を人孔内部
に消散する工法。

 マンホールの周囲に透水性・排水性の高い人
工ドレーン材を専用機械で地中に埋設し地震
時の液状化に伴い発生する過剰間隙水圧を速
やかに消散させる工法。砕石消散帯型と消散
管型がある。

 マンホール内部の側壁面に防食塗装を施した
重錘板を設置するタイプのものと、補助的に
インバート内へ重錘板を設置するタイプのも
のを組合せ、マンホールの見掛け比重を地山
と同等の値まで増加させ、地震時の液状化に
伴う揚圧力とのバランスをとる工法。

概 略 図

工法名
フロートレス工法

（下水道既設管路耐震技術協会）
WIDEセフティパイプ工法

（WIDEセフティパイプ工法協会）
安心マンホール工法

（安心マンホール工法協会）
アースドレーン工法

（アースドレーン工法協会）
インナーウェイト工法

（浮上防止マンホール工業会）
バンガード工法

（スレンダホール工業会）
ハットリング工法

（ハットリング工法協会）

分類 過 剰 間 隙 水 圧 消 散 タ イ プ 重  量  化  タ  イ  プ アンカータイプ
施工形態 非開削工法（人孔内側施工） 開削工法（人孔外側施工） 非開削工法（人孔内側施工） 開削工法（人孔外側施工） 開削工法（人孔外側施工）

アンカーウィング工法
（千代田工営 株式会社）

インバート内に重錘
板を挿入し再構築

マンホール内壁
に重錘板を装着

消散影響範囲を
ラップ形成する

過
剰
間
隙
水
圧

非液状化層

液状化層

人工ドレーン

消散帯

マンホール

マンホール

過
剰
間
隙
水
圧

地震時

地震時

非液状化層（定着層）

液状化層

ロッド

頭部固定金具

マンホール

アンカー部

起振機にて
周辺地盤の

誘導管

ろ過器

過
剰
間
隙
水
圧

過
剰
間
隙
水
圧

集水管

土圧

過
剰
間
隙
水
圧

消散弁の構造

地震時

  【人孔浮上防止対策】工法比較表 

種類

形状

寸法

マンホール深さ

マンホール
への影響

舗装撤去・復旧

地下埋設物
への影響

経済性 3 1 2 3 1 1 3 1

施工実績 3 1 2 2 2 － 3 1

現場の適応性 － － － 2 3 3 2 －

点数

× × × 〇 ○ × ○ ×
・基盤層が岩盤の為適応できない。
・施工実績が少ない。
（令和4年9月時点で6基）

総合評価

・地下水位を取り込むことによ
　り、処理場への流入水量が増加
　する。
・壁面掘削を伴う。

・地下水位を取り込むことによ
　り、処理場への流入水量が増加
　する。
・壁面掘削を伴う。

・地下水位を取り込むことによ
　り、処理場への流入水量が増加
　する。
・底版掘削を伴う。

・ドレーン管打設、消散帯施工を分
　割することで、日々の道路開放が
　可能
・ドレーン管は２ｍ管を継施工とな
　るため、在庫は確保されている

・マンホール周辺の障害物に関係
　なく施工が可能
・非開削のため、日々の道路開放が
　可能

・施工実績が少ない。
（令和3年10月時点で6基）

・障害物（埋設物）がある場合で
　も、地下埋設対応型ブロック等
　により適応が可能
・施工に1～2日要するため、作業帯
　の確保が可能であれば工事費が安
　価のため適する

資材搬入日数 － － －
国内生産で在庫を確保しているため、搬出日

数のみを要す
約1.5ヶ月 －

約1～2ヶ月
受注生産のため

－

◎ ○ ×

8 －

施工日数 － － －
1～2日(日々道路開放)

消散帯：1日、ドレーン：1日
1～2日(日々道路開放) －

－ － － 7 6 －

1～2日(作業帯常設) －

日本下水道新技術機構
（新技術研究成果証明）

適用性評価

◎：（適）

〇：（可）

△：（要検討）

×：（不可）

◎ △ ○ ◎ △ △ ◎ △

◎ △ ○ ○ ○ × ◎ △

× × × ○ ◎

(技術審査証明)
日本下水道新技術機構
（建設技術審査証明）

日本下水道新技術機構
（新技術研究成果証明）

土木学会
（技術評価）

日本下水道新技術機構
（建設技術審査証明）

土木学会
（技術評価）

日本下水道新技術機構
（建設技術審査証明）

土木学会
（技術評価）

地震後の対応 再度消散弁の調整が必要。 不要。 不要。 不要。 不要。 不要。
機能した場合、常時荷重がかかる。

（沈下しない場合は問題ない）
不要。

マンホールに隣接している場合、詳細な調査
が必要。

マンホールに隣接している場合、詳細な調査
が必要。

影響なし。
ドレーン所定の深さまで打設できない場合、
影響半径を考慮し検討する。

影響なし。 影響なし。 地下埋設物対応型ブロックで検討を行う。 切廻しまたは撤去が必要。

なし なし あり なし なし あり あり施工性

削孔（躯体） 削孔（躯体） 削孔（底版） 無し 無し 無し 無し

適用範囲

無し
（条件によってアンカーボルトで固定）

なし

5.0ｍ以下 特に制限なし 10.0ｍ以下 11.0m以下（マンホール底面） 特に制限なし 特に制限なし 特に制限なし 特に制限なし

円形（直壁部が円形なら対応可能） 円形

　　円　形：１号～３号
　　非円形：内寸法900㎜～1500㎜

円形：１号以上
　　円　形：１号～５号
　　非円形：設計条件により異なる

　　円　形：１号～４号
　　非円形：設計条件により異なる

円　形：１号以上
非円形：制限なし

円　形：１号以上
非円形：制限無し

円形（組　　立）：０号～３号
　　（現場打ち）：１号～２号

円形：０号～５号

円形・矩形・楕円形 円形 円形（矩形や特殊は検討が必要） 円形・矩形・楕円形 円形・矩形・楕円形 円形・矩形・楕円形

組立・現場打ち 組立・現場打ち 組立・現場打ち 組立・現場打ち 組立・現場打ち

・マンホールに削孔したり、アンカーを打
　設したりしないため、マンホールの耐久
　性を低下させない。
・構造が単純で常時に荷重をかけずに浮上
　時のみに確実に機能する構造である。
・原理が簡単で設計・施工が容易である。
・施工後のメンテナンスがほとんど不要で
　ある。

・アンカー部は回転貫入により打設するた
　め、低振動・低騒音で施工が可能。
・定着層へ確実にアンカーを固定できれ
　ば、浮上に対し有効な方法となる。
・施工後のメンテナンスがほとんど不要で
　ある。

・ブロック設置作業は、マンホール内で容
　易に行える。
・様々な大きさのマンホールにも対応可
　能。
・マンホール周りの掘削土工が不要であ
　る。
・非開削工法であるため、マンホール周辺
　の埋設物、舗装、交通阻害が少ない。
・原理が簡単で設計・施工が容易である。

組立・現場打ち 組立・現場打ち 組立・現場打ち

 マンホール内面に長寿命化対応の鉄鋼材を充
填した、樹脂製セグメントを組み立て、強固
な自立マンホールを構築する。重量化するこ
とで、内面更生と合わせ浮上防止効果を持た
せることができる工法。

 マンホール外周部に円形の浮上抑制ブロック
と固定バンドを設置する。地震時の液状化に
伴って発生する揚圧力によって、浮上するマ
ンホールの外周部に取付けた固定バンドが浮
上抑制ブロックに当たり、浮き上がりを防止
する工法。

 マンホールの首部分から非液状化の定着層に
根入れした翼付アンカー体の引抜き抵抗力
が、マンホールに作用する浮力と地震時の慣
性力に対抗する拘束力となってマンホールの
浮上を物理的に拘束する工法。

短所

・消散弁の目詰まりの点検、維持管理が必
　要。
・壁面掘削を伴う。
・地震発生後、消散弁の調整が必要とな
　る。
・地下水を取り込むことにより、処理場へ
　の流入水量が増加する。
・地下水位の変動が大きい場合、開放圧力
　の設定が困難である。

・集水管の目詰まりの点検、維持管理が必
　要。
・壁面掘削を伴う。。
・地下水を取り込むことにより、処理場へ
　の流入水量が増加する。
・液状化低効率FL＜0.4の場合、適応でき
　ない
・地下水位の変動が大きい場合、開放圧力
　の設定が困難である。

・ろ過装置の目詰まりの点検が必要。
・底版掘削を伴う。
・地下水を取り込むことにより、処理場へ
　の流入水量が増加する。
・地下水位の変動が大きい場合、誘導管長
　の設定が困難である。

・マンホール外側の掘削工事を伴うため、
　交通障害が生じる。
・路盤より地下水位が高い場合は適応でき
　ない。

長所

・消散弁設置作業は、マンホール内で容易
　に行える。
・マンホール周りの掘削土工が不要であ
　る。
・非開削工法であるため、マンホール周辺
　の埋設物、舗装、交通阻害が少ない。
・施工実績が豊富である。

・集水管設置作業は、マンホール内で容易
　に行える。
・マンホール周りの掘削土工が不要であ
　る。
・非開削工法であるため、マンホール周辺
　の埋設物、舗装、交通阻害が少ない。
・集水管にかかる土圧による浮上り制御機
　能がある。

・マンホール周りの掘削土工が不要であ
　る。
・非開削工法であるため、マンホール周辺
　の埋設物、舗装、交通阻害が少ない。
・振動による締固め効果により、液状化リ
　スクを低減できる。

・既設マンホール内部作業は少ないため、
　仮排水の必要が無い。
・人工ドレーン打設にはコンパクトな打設
　機を使用しており、狭小な作業範囲（幅
　2.5m～長さ 5m）での施工が可能であ
　る。
・人工ドレーンは、透水性が高く排水機能
　に優れ、一部の目詰まりによる消散効果
　の支障がないため、地震発生後でも再利
　用できる。

・対策後の重心位置を検討する必要があ
　る。
・ステップは基本的に代替えの梯子設置と
　なる。
・扁形量が著しい場合（真円に対し+30
　㎜、-10㎜を超える。または、+30
　㎜、-10㎜の段差や凹凸がある）は適応
　できない。

・人孔形状の変形や人孔内に構造物がある
　場合は検討が必要。
・ステップは基本的に代替えの梯子設置と
　なる。
・新しい工法のため、施工実績がない。

・浮力が増大すると、増設ブロックが必要
　となる。
・浮上防止ブロックはマンホールメーカー
　毎に使い分けが必要なため、事前調査を
　慎重に行う必要がある。
・マンホール外側の掘削工事を伴うため、
　交通障害が生じる。

・非液状化層深の調査が必要となる。
・アンカーの定着層（非液状化の支持層）
　の適正を判断する必要がある。
・定着層が深くなる場合は、施工費が割高
　となる。
・支障となる埋設物および転石は、切廻し
　または撤去が必要である。

・設置作業は、マンホール内容易に行え
　る。
・様々な大きさのマンホールにも対応可能
　である。
・マンホール周りの掘削土工が不要であ
　る。
・非開削工法であるため、マンホール周辺
　の埋設物、舗装、交通阻害が少ない。

工法概要

 マンホール内部から側壁を削孔して、圧力開
放弁（消散弁）を取付け、この消散弁に よっ
て地震時の液状化に伴い発生する過剰間隙水
圧をマンホール内部に消散させる工法。

 マンホール内部から側壁を削孔して集水管を
取付け、この集水管によって地震時の液状化
に伴い発生する過剰間隙水圧をマンホール内
部に消散させるとともに、集水管にかかる土
圧により浮上に対する抵抗力を得る工法。

 振動による締固め効果により、摩擦力を増強
することで浮上を抑制する。また、ろ過器及
び誘導管のドレーン効果により、地震時の液
状化に伴い発生する過剰間隙水圧を人孔内部
に消散する工法。

 マンホールの周囲に透水性・排水性の高い人
工ドレーン材を専用機械で地中に埋設し地震
時の液状化に伴い発生する過剰間隙水圧を速
やかに消散させる工法。砕石消散帯型と消散
管型がある。

 マンホール内部の側壁面に防食塗装を施した
重錘板を設置するタイプのものと、補助的に
インバート内へ重錘板を設置するタイプのも
のを組合せ、マンホールの見掛け比重を地山
と同等の値まで増加させ、地震時の液状化に
伴う揚圧力とのバランスをとる工法。

概 略 図

工法名
フロートレス工法

（下水道既設管路耐震技術協会）
WIDEセフティパイプ工法

（WIDEセフティパイプ工法協会）
安心マンホール工法

（安心マンホール工法協会）
アースドレーン工法

（アースドレーン工法協会）
インナーウェイト工法

（浮上防止マンホール工業会）
バンガード工法

（スレンダホール工業会）
ハットリング工法

（ハットリング工法協会）

分類 過 剰 間 隙 水 圧 消 散 タ イ プ 重  量  化  タ  イ  プ アンカータイプ
施工形態 非開削工法（人孔内側施工） 開削工法（人孔外側施工） 非開削工法（人孔内側施工） 開削工法（人孔外側施工） 開削工法（人孔外側施工）

アンカーウィング工法
（千代田工営 株式会社）

インバート内に重錘
板を挿入し再構築

マンホール内壁
に重錘板を装着

消散影響範囲を
ラップ形成する

過
剰
間
隙
水
圧

非液状化層

液状化層

人工ドレーン

消散帯

マンホール

マンホール

過
剰
間
隙
水
圧

地震時

地震時

非液状化層（定着層）

液状化層

ロッド

頭部固定金具

マンホール

アンカー部

起振機にて
周辺地盤の

誘導管

ろ過器

過
剰
間
隙
水
圧

過
剰
間
隙
水
圧

集水管

土圧

過
剰
間
隙
水
圧

消散弁の構造

地震時

  【人孔浮上防止対策】工法比較表 

種類

形状

寸法

マンホール深さ

マンホール
への影響

舗装撤去・復旧

地下埋設物
への影響

経済性 3 1 2 3 1 1 3 1

施工実績 3 1 2 2 2 － 3 1

現場の適応性 － － － 2 3 3 2 －

点数

× × × 〇 ○ × ○ ×
・基盤層が岩盤の為適応できない。
・施工実績が少ない。
（令和4年9月時点で6基）

総合評価

・地下水位を取り込むことによ
　り、処理場への流入水量が増加
　する。
・壁面掘削を伴う。

・地下水位を取り込むことによ
　り、処理場への流入水量が増加
　する。
・壁面掘削を伴う。

・地下水位を取り込むことによ
　り、処理場への流入水量が増加
　する。
・底版掘削を伴う。

・ドレーン管打設、消散帯施工を分
　割することで、日々の道路開放が
　可能
・ドレーン管は２ｍ管を継施工とな
　るため、在庫は確保されている

・マンホール周辺の障害物に関係
　なく施工が可能
・非開削のため、日々の道路開放が
　可能

・施工実績が少ない。
（令和3年10月時点で6基）

・障害物（埋設物）がある場合で
　も、地下埋設対応型ブロック等
　により適応が可能
・施工に1～2日要するため、作業帯
　の確保が可能であれば工事費が安
　価のため適する

資材搬入日数 － － －
国内生産で在庫を確保しているため、搬出日

数のみを要す
約1.5ヶ月 －

約1～2ヶ月
受注生産のため

－

◎ ○ ×

8 －

施工日数 － － －
1～2日(日々道路開放)

消散帯：1日、ドレーン：1日
1～2日(日々道路開放) －

－ － － 7 6 －

1～2日(作業帯常設) －

日本下水道新技術機構
（新技術研究成果証明）

適用性評価

◎：（適）

〇：（可）

△：（要検討）

×：（不可）

◎ △ ○ ◎ △ △ ◎ △

◎ △ ○ ○ ○ × ◎ △

× × × ○ ◎

(技術審査証明)
日本下水道新技術機構
（建設技術審査証明）

日本下水道新技術機構
（新技術研究成果証明）

土木学会
（技術評価）

日本下水道新技術機構
（建設技術審査証明）

土木学会
（技術評価）

日本下水道新技術機構
（建設技術審査証明）

土木学会
（技術評価）

地震後の対応 再度消散弁の調整が必要。 不要。 不要。 不要。 不要。 不要。
機能した場合、常時荷重がかかる。
（沈下しない場合は問題ない）

不要。

マンホールに隣接している場合、詳細な調査
が必要。

マンホールに隣接している場合、詳細な調査
が必要。

影響なし。
ドレーン所定の深さまで打設できない場合、
影響半径を考慮し検討する。

影響なし。 影響なし。 地下埋設物対応型ブロックで検討を行う。 切廻しまたは撤去が必要。

なし なし あり なし なし あり あり施工性

削孔（躯体） 削孔（躯体） 削孔（底版） 無し 無し 無し 無し

適用範囲

無し
（条件によってアンカーボルトで固定）

なし

5.0ｍ以下 特に制限なし 10.0ｍ以下 11.0m以下（マンホール底面） 特に制限なし 特に制限なし 特に制限なし 特に制限なし

円形（直壁部が円形なら対応可能） 円形

　　円　形：１号～３号
　　非円形：内寸法900㎜～1500㎜

円形：１号以上
　　円　形：１号～５号
　　非円形：設計条件により異なる

　　円　形：１号～４号
　　非円形：設計条件により異なる

円　形：１号以上
非円形：制限なし

円　形：１号以上
非円形：制限無し

円形（組　　立）：０号～３号
　　（現場打ち）：１号～２号

円形：０号～５号

円形・矩形・楕円形 円形 円形（矩形や特殊は検討が必要） 円形・矩形・楕円形 円形・矩形・楕円形 円形・矩形・楕円形

組立・現場打ち 組立・現場打ち 組立・現場打ち 組立・現場打ち 組立・現場打ち

・マンホールに削孔したり、アンカーを打
　設したりしないため、マンホールの耐久
　性を低下させない。
・構造が単純で常時に荷重をかけずに浮上
　時のみに確実に機能する構造である。
・原理が簡単で設計・施工が容易である。
・施工後のメンテナンスがほとんど不要で
　ある。

・アンカー部は回転貫入により打設するた
　め、低振動・低騒音で施工が可能。
・定着層へ確実にアンカーを固定できれ
　ば、浮上に対し有効な方法となる。
・施工後のメンテナンスがほとんど不要で
　ある。

・ブロック設置作業は、マンホール内で容
　易に行える。
・様々な大きさのマンホールにも対応可
　能。
・マンホール周りの掘削土工が不要であ
　る。
・非開削工法であるため、マンホール周辺
　の埋設物、舗装、交通阻害が少ない。
・原理が簡単で設計・施工が容易である。

組立・現場打ち 組立・現場打ち 組立・現場打ち

 マンホール内面に長寿命化対応の鉄鋼材を充
填した、樹脂製セグメントを組み立て、強固
な自立マンホールを構築する。重量化するこ
とで、内面更生と合わせ浮上防止効果を持た
せることができる工法。

 マンホール外周部に円形の浮上抑制ブロック
と固定バンドを設置する。地震時の液状化に
伴って発生する揚圧力によって、浮上するマ
ンホールの外周部に取付けた固定バンドが浮
上抑制ブロックに当たり、浮き上がりを防止
する工法。

 マンホールの首部分から非液状化の定着層に
根入れした翼付アンカー体の引抜き抵抗力
が、マンホールに作用する浮力と地震時の慣
性力に対抗する拘束力となってマンホールの
浮上を物理的に拘束する工法。

短所

・消散弁の目詰まりの点検、維持管理が必
　要。
・壁面掘削を伴う。
・地震発生後、消散弁の調整が必要とな
　る。
・地下水を取り込むことにより、処理場へ
　の流入水量が増加する。
・地下水位の変動が大きい場合、開放圧力
　の設定が困難である。

・集水管の目詰まりの点検、維持管理が必
　要。
・壁面掘削を伴う。。
・地下水を取り込むことにより、処理場へ
　の流入水量が増加する。
・液状化低効率FL＜0.4の場合、適応でき
　ない
・地下水位の変動が大きい場合、開放圧力
　の設定が困難である。

・ろ過装置の目詰まりの点検が必要。
・底版掘削を伴う。
・地下水を取り込むことにより、処理場へ
　の流入水量が増加する。
・地下水位の変動が大きい場合、誘導管長
　の設定が困難である。

・マンホール外側の掘削工事を伴うため、
　交通障害が生じる。
・路盤より地下水位が高い場合は適応でき
　ない。

長所

・消散弁設置作業は、マンホール内で容易
　に行える。
・マンホール周りの掘削土工が不要であ
　る。
・非開削工法であるため、マンホール周辺
　の埋設物、舗装、交通阻害が少ない。
・施工実績が豊富である。

・集水管設置作業は、マンホール内で容易
　に行える。
・マンホール周りの掘削土工が不要であ
　る。
・非開削工法であるため、マンホール周辺
　の埋設物、舗装、交通阻害が少ない。
・集水管にかかる土圧による浮上り制御機
　能がある。

・マンホール周りの掘削土工が不要であ
　る。
・非開削工法であるため、マンホール周辺
　の埋設物、舗装、交通阻害が少ない。
・振動による締固め効果により、液状化リ
　スクを低減できる。

・既設マンホール内部作業は少ないため、
　仮排水の必要が無い。
・人工ドレーン打設にはコンパクトな打設
　機を使用しており、狭小な作業範囲（幅
　2.5m～長さ 5m）での施工が可能であ
　る。
・人工ドレーンは、透水性が高く排水機能
　に優れ、一部の目詰まりによる消散効果
　の支障がないため、地震発生後でも再利
　用できる。

・対策後の重心位置を検討する必要があ
　る。
・ステップは基本的に代替えの梯子設置と
　なる。
・扁形量が著しい場合（真円に対し+30
　㎜、-10㎜を超える。または、+30
　㎜、-10㎜の段差や凹凸がある）は適応
　できない。

・人孔形状の変形や人孔内に構造物がある
　場合は検討が必要。
・ステップは基本的に代替えの梯子設置と
　なる。
・新しい工法のため、施工実績がない。

・浮力が増大すると、増設ブロックが必要
　となる。
・浮上防止ブロックはマンホールメーカー
　毎に使い分けが必要なため、事前調査を
　慎重に行う必要がある。
・マンホール外側の掘削工事を伴うため、
　交通障害が生じる。

・非液状化層深の調査が必要となる。
・アンカーの定着層（非液状化の支持層）
　の適正を判断する必要がある。
・定着層が深くなる場合は、施工費が割高
　となる。
・支障となる埋設物および転石は、切廻し
　または撤去が必要である。

・設置作業は、マンホール内容易に行え
　る。
・様々な大きさのマンホールにも対応可能
　である。
・マンホール周りの掘削土工が不要であ
　る。
・非開削工法であるため、マンホール周辺
　の埋設物、舗装、交通阻害が少ない。

工法概要

 マンホール内部から側壁を削孔して、圧力開
放弁（消散弁）を取付け、この消散弁に よっ
て地震時の液状化に伴い発生する過剰間隙水
圧をマンホール内部に消散させる工法。

 マンホール内部から側壁を削孔して集水管を
取付け、この集水管によって地震時の液状化
に伴い発生する過剰間隙水圧をマンホール内
部に消散させるとともに、集水管にかかる土
圧により浮上に対する抵抗力を得る工法。

 振動による締固め効果により、摩擦力を増強
することで浮上を抑制する。また、ろ過器及
び誘導管のドレーン効果により、地震時の液
状化に伴い発生する過剰間隙水圧を人孔内部
に消散する工法。

 マンホールの周囲に透水性・排水性の高い人
工ドレーン材を専用機械で地中に埋設し地震
時の液状化に伴い発生する過剰間隙水圧を速
やかに消散させる工法。砕石消散帯型と消散
管型がある。

 マンホール内部の側壁面に防食塗装を施した
重錘板を設置するタイプのものと、補助的に
インバート内へ重錘板を設置するタイプのも
のを組合せ、マンホールの見掛け比重を地山
と同等の値まで増加させ、地震時の液状化に
伴う揚圧力とのバランスをとる工法。

概 略 図

工法名
フロートレス工法

（下水道既設管路耐震技術協会）
WIDEセフティパイプ工法

（WIDEセフティパイプ工法協会）
安心マンホール工法

（安心マンホール工法協会）
アースドレーン工法

（アースドレーン工法協会）
インナーウェイト工法

（浮上防止マンホール工業会）
バンガード工法

（スレンダホール工業会）
ハットリング工法

（ハットリング工法協会）

分類 過 剰 間 隙 水 圧 消 散 タ イ プ 重  量  化  タ  イ  プ アンカータイプ
施工形態 非開削工法（人孔内側施工） 開削工法（人孔外側施工） 非開削工法（人孔内側施工） 開削工法（人孔外側施工） 開削工法（人孔外側施工）

アンカーウィング工法
（千代田工営 株式会社）

インバート内に重錘
板を挿入し再構築

マンホール内壁
に重錘板を装着

消散影響範囲を
ラップ形成する

過
剰
間
隙
水
圧

非液状化層

液状化層

人工ドレーン

消散帯

マンホール

マンホール

過
剰
間
隙
水
圧

地震時

地震時

非液状化層（定着層）

液状化層

ロッド

頭部固定金具

マンホール

アンカー部

起振機にて
周辺地盤の

誘導管

ろ過器

過
剰
間
隙
水
圧

過
剰
間
隙
水
圧

集水管

土圧

過
剰
間
隙
水
圧

消散弁の構造

地震時

かじょうかんげきすいあつしょうさん

過剰間隙水圧消散 重 量 化

非開削 非開削 開 削

マンホールの耐震化工法について
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災害時マンホールトイレについて 

 

１ 事業概要 

  本市では、災害時のトイレ確保を目的に、平成 26 年度から日立市下水道総合

地震対策計画に基づき、国の交付金を活用しながら、避難所へのマンホールトイ

レの設置を計画的に進めている。 

  設置に当たっては、避難所から下流の幹線管渠の耐震化を図る必要がある。 

 

２ 構造等 

 (1)  構造 

 

 

 

 

 

 

 

出典：災害時のトイレ環境整備に関するご提案（日之出水道機器株式会社） 

 (2)  組立イメージ（令和５年度企業局防災訓練：日立市池の川さくらアリーナ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 設置実績 

設置年度 設置場所 設置数 

H26 中小路小学校 10基 

H28 池の川さくらアリーナ 10基 

R１ 
久慈中学校 ９基 

坂本小学校 ７基 

R３ 大久保小学校、助川中学校 各５基 

R４ 諏訪小学校 ５基 

R５ 水木小学校 ５基 

 （参考）日立・高萩広域下水道組合による設置状況 

設置年度 設置場所 設置数 

H26 豊浦小学校、日高中学校 各５基 

H27 田尻小学校、十王体育館 各５基 

以 上 
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大久保小学校（５基）

中小路小学校（10基）

助川中学校（５基）

池の川さくらアリーナ（10基）

マンホールトイレ設置箇所図

諏訪小学校（5基）

坂本小学校（７基）

令和6年2月時点で、合計56基の

マンホールトイレを整備しました。

水木小学校（5基）

R6予定久慈小学校（5基）

久慈中学校（９基）

豊浦小

十王体育館

日高小

田尻小
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宮
  
田
 
 川

鮎   川

桜
   川

北川排水区
全体計画区域　106.30 ha
流 入 区 域 　272.00 ha

宮田川第２排水区
全体計画区域　 47.00 ha

宮田川第１排水区
全体計画区域　 28.00 ha
流 入 区 域 　 53.50 ha

宮田川第３排水区
全体計画区域　 92.00 ha
流 入 区 域 　535.20 ha

宮田川第４排水区
全体計画区域　142.00 ha

鮎川第２排水区

鮎川第１排水区

鮎川第４排水区

桜川第２排水区

池ノ川排水区
全体計画区域　162.50 ha
流 入 区 域    97.20 ha

全体計画区域　 39.10 ha
流 入 区 域　  77.00 ha

全体計画区域　 37.90 ha
流 入 区 域 　  3.50 ha

全体計画区域　109.00 ha
流 入 区 域 　 23.00 ha

全体計画区域　 33.00 ha
流 入 区 域　   5.00 ha

鮎川第３排水区

流入区域　   -   ha
計画区域　 36.30 ha

第２雨降川排水区

舟入川第１排水区

流 入 区 域    93.90 ha
全体計画区域  206.00 ha

全体計画区域　 50.00 ha
流 入 区 域 　   -   ha

桜川第３排水区

梶沢川排水区

全体計画区域　 89.00 ha

全体計画区域　 75.00 ha
流 入 区 域 　   -   ha

大川第３排水区
全体計画区域　 55.00 ha

大川第１排水区
全体計画区域   59.00 ha

全体計画区域　 23.00 ha
流 入 区 域 　 73.00 ha

桜川第１排水区

所

所沢川２号幹線

滝
  
ノ

  
上

幹
  線

宮

宮
 
 
 
田

 
 
 
川

 
 
 

3   号
  幹

  線

宮
田
川

幹
線

宮
田
川
2号

鮎川 

鮎
  川

 
 1  号

雨
 　

 降
  　

川

幹
    線

第
二

舟
 　

入
 　

川
　
 幹

　
 線

舟 入 川 幹 線

舟
入
川
1
-1幹

線

１ 号 幹 線

池
　
ノ

　
川

　
幹

　
線

幹
   線 池 ノ 川

鮎川第号幹線

4

1 　
号
　
幹
　
線

雨
降
川

幹
線

池
 
 ノ

 
 川

幹  線

大
川
1
号
幹
線

桜川3号幹線

桜川2号

幹線

桜 川 1 号

幹
 線

梶
 沢

 川
幹
 線

鮎 川 4 号 幹 線

流 入 区 域 　   -   ha

3

2

流 入 区 域 　   -   ha

流 入 区 域 　175.00 ha

号

宮
田
川
  

3-1号
幹
線
   

雨
 　

降
 　

川

田
川

1号
幹
線

幹

線

２排水区
域　133.00 ha

域 　101.00 ha

流 入 区 域 　   -   ha

準
  用

  河
 

川
 
北

 
 
川

沢

舟
　
入
 1-2 号

 幹
　
線

Ｗ

Ｗ

大久保中学校
調整池

ねこうち児童公園
調整池(仮称)

流 入 区 域 　  7.90 ha

準
 用

 
河
 川

 大
 川

号幹線

事業認可区域  206.00 ha

所沢川第２排水区

全体計画区域　1.50 ha

流 入 区 域　   -  ha

事業認可区域　1.50 ha

所沢川第４排水区

全体計画区域　 1.50 ha

流 入 区 域　    -  ha

事業認可区域 　1.50 ha

所沢川第３排水区

全体計画区域 　1.70 ha

流 入 区 域      -  ha

事業認可区域 　1.70 ha

雨降川第２排水区

全体計画区域　2.00 ha

流 入 区 域　   -  ha

事業認可区域　2.00 ha

雨降川第３排水区

全体計画区域　20.50 ha

流 入 区 域　   -   ha

事業認可区域　20.50 ha

舟入川第４排水区

流 入 区 域     -  ha

全体計画区域  2.00 ha

事業認可区域  2.00 ha

舟入川第３排水区

流 入 区 域     -   ha

全体計画区域  11.50 ha

事業認可区域  11.50 ha

舟入川第２排水区

流 入 区 域     -  ha

全体計画区域  5.00 ha

事業認可区域  5.00 ha

所
沢
川
１
号
幹
線

雨
降
川
２
号
幹
線

雨
降

川
３
号

幹
線

舟
入
川
1
-
3
幹
線

雨水事業計画図(中央地区)
名　　　　称記　　号

雨　 水　 事　 業　 計　 画　 区　 域

令和５年度　雨 水 管 渠 改 築 工 事 予 定 箇 所

令和５年度　雨水管渠改築実施設計業務委託

雨 　水 　幹 　線 　管 　渠

桜川第４排水区
全体計画区域　136.00 ha

流 入 区 域    31.00 ha

桜  川  4  号  幹  線

雨降川第１排水区
全体計画区域　121.00 ha
流 入 区 域  　36.10 ha

事業認可区域　121.00 ha

全体計画区域　161.00 ha

所沢川第１排水区

流 入 区 域 　 61.00 ha

流 入 区 域 　   -   ha

全体計画区域　 53.00 ha

滝ノ上排水区

凡　　　　　例

資　料

八反原川排水区
全体計画区域　 74.00 ha
流 入 区 域 　   -   ha

八
 反

 原
 川

 幹
 線

事業認可区域　 74.00 ha

川
 
 
 
 
 
 
幹

 
 
 
 
 
 
線

事業認可区域　161.00 ha

令和５年度雨水管渠改築工事予定箇所
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Ｗ

第
 
 
 
3
0
 
 
 
号
 

雨
 
 
 
水
 
 
 
幹
 
 
 
線

桜
 
 
 
川

金
 
 
 
沢
 
 
 
川

大
 
 
 
沼
 
 
 
川

茂
 
 
 
宮
 
 
 
川

久
 
 
 
慈
 
 
 
川

大森団地

調整池(仮称）

金沢川第２排水区

桜川第４排水区

梶沢川排水区

八
反
原
川
排
水
区

計画区域　136.00 ha

流入区域   31.00 ha

計
画
区
域
　
 
8
5
.
0
0
 
h
a

流
入
区
域
　
 
 
 
-
 
 
 
h
a

計画区域　 75.00 ha

流入区域　   -   ha

大川第３排水区

計画区域　 55.00 ha

大川第１排水区

計画区域   59.00 ha

大沼川第５排水区

計
画
区
域
　
 
2
3
.
0
0
 
h
a

流
入
区
域
　
 
7
3
.
0
0
 
h
a

桜
川
第
１
排
水
区

幹
線

吐

北
岨
-
1

大
 
川
 

大
-
2

吐

大
沼
-
2

吐

沼

幹
線

川

第
二
大
沼
-
1

吐

金
沢
-
3

吐

金
沢
川
3
号
幹
線

大
川
1
号
幹
線大
-
1

吐

金
沢
-
2

吐

金
 
沢
 
川

2
 
号
 
幹
 
線

金
沢
-
1

吐

金
沢
川

1
号
幹
線

桜
川
3
号
幹
線

桜
 
 
川
 
 
4
 
 
号
 
 
幹
 
 
線

桜
川
2
号

幹
線

桜
 
川
 
1
 
号幹

 
線

梶
 
沢
 
川幹
 
線

流
入
区
域
　
 
 
 
-
 
 
 
h
a金沢川第３排水区

大沼川第２排水区

泉

線

川

流入区域　175.00 ha

桜
-
1

吐

桜
-
2

吐

桜
-
3

吐

桜
-
4

吐

梶
沢
川
-
1

吐

大
沼
川
2
-
2
号
幹
線

Ｗ

大川第２排水区

流入区域　   -   ha

大沼川第４排水区

Ｗ

Ｗ

泉
 
 
 
 
川
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
号

第
二

2
-
1
 
 
号
 
 
 
幹

Ｗ

大
沼
川

第
5
号
幹
線

Ｗ

台原団地調整池

大久保中学校

調整池

ねこうち児童公園

調整池(仮称)

第2大沼川調整池

大沼川第2

調整池

準
 
用
 
河
 
川
 
大
 
川

2
 
号
 
幹
 
線

金沢川第１排水区

茂宮川第４排水区

茂宮川第６排水区

茂宮川第８排水区

Ｗ

茂
宮
川

1号
幹線

前
原
-
1

吐

前
 
原
 
幹
 
線

瀬
上
-
1

吐

茂
宮
-
6

吐

茂
宮
川

茂
宮
-
5

吐
5
号
幹
線

4
号
幹
線

茂
宮
-
2

吐

茂
宮
川
 

瀬上川第３排水区

茂宮川第１排水区

前原排水区

茂宮川第10排水区

瀬上川第１排水区

Ｗ

準
 
用
 
河
 
川
 
落
 
見
 
川

茂
 
宮
 
川
 
2
-
1
 
号
 
幹
 
線

茂
宮
川
3
-
3
号
幹
線

茂
 
宮
 
川
 

茂
 
宮
 
川
 
2
-
2
 
号
 
幹
 
線

3
-
1
 
号
 
幹
 
線

茂
宮
-
8

吐

茂
宮
-
7

吐

茂
宮
-
9

吐

富士山

調整池

瀬
上
川

洪
水
調
整
池

3
-
2
号
幹
線

茂
宮
川

南
川
尻
-
1

吐

1
 
 
 
号 幹
 
 
 
線

南
 
 
 
川
 

南

川
 
 
 
 
 
幹
 
 
 
 
線

川

尻

Ｗ

入の沢調整池

全体計画区域　 45.00 ha

 

全体計画区域　 41.00 ha

全体計画区域　 88.00 ha

全体計画区域　 80.00 ha

全体計画区域　 96.00 ha

全体計画区域　 96.00 ha

全体計画区域　 53.00 ha

全体計画区域　 31.06 ha

全体計画区域　 24.00 ha

全体計画区域　 30.00 ha

全体計画区域　 97.70 ha

全体計画区域　 22.00 ha

全体計画区域　110.00 ha

全体計画区域  102.00 ha

全体計画区域  133.00 ha

瀬上川第２排水区

全体計画区域　 33.00 ha

茂宮川第７排水区

茂宮川第２排水区

全体計画区域　 25.00 ha

全体計画区域　 50.00 ha

茂宮川第９排水区

全体計画区域　 16.00 ha

茂宮川第３排水区

茂宮川第５排水区

全体計画区域　 12.00 ha

全体計画区域　 58.00 ha

茂
宮
-
4

吐

茂
宮
-
3

吐

茂
宮
-
1

吐

幹

線

泉
-
1

吐

幹

泉
川

線

１
号

泉
-
2

吐

泉川第２排水区

大
沼
川

第
4
号
幹
線

大
沼
川
2
-
1
号
幹
線

大沼川2-3号

幹線

1
　
号

大
　
沼
　
川

幹
　
線

大
沼
川
3
号
幹
線

大
沼
-
5

吐
大
沼
-
4

吐

大
沼
-
1

吐

大
沼
-
3

吐

大沼川第１排水区

全体計画区域　 55.30 ha

大沼川第６排水区

全体計画区域　 22.94 ha

大沼川第７排水区

全体計画区域　 23.50 ha

大沼川第３排水区

全体計画区域　42.95 ha

大

流 入 区 域　 17.00 ha

流 入 区 域 　 29.00 ha

流 入 区 域　      - ha

流 入 区 域　      - ha

事業計画区域　  9.40 ha
流 入 区 域　      - ha

流 入 区 域　      - ha

流 入 区 域     　 - ha

事業計画区域　 96.00 ha

流 入 区 域　      - ha

事業計画区域　 88.00 ha

流 入 区 域        - ha

流 入 区 域　      - ha

流 入 区 域　  19.00 ha

流 入 区 域　  39.00 ha

流 入 区 域 　 54.00 ha

流 入 区 域　   1.00 ha

流 入 区 域        - ha流 入 区 域　      - ha

流 入 区 域　  4.00 ha

流 入 区 域    29.00 ha

流 入 区 域　      - ha

事業計画区域　 97.70 ha

事業計画区域　 31.06 ha

流 入 区 域　      - ha

流 入 区 域　      - ha

事業計画区域　 53.00 ha

第二大沼川排水区

流 入 区 域　   2.00 ha

流 入 区 域　 193.00 ha

流 入 区 域     2.00 ha

事業認可区域    0.00 ha

流 入 区 域   101.00 ha

雨水事業計画図(南部地区)

全体計画区域　 31.60 ha

流入区域　   -   ha

名　　　　称記　　号

凡　　　　　例

全 体 計 画 区 域

令和５年度 管渠改築整備に

雨 水 事 業 計 画 区 域

北
岨

南川尻川排水区

全体計画区域　157.00 ha

流 入 区 域　      - ha

事業計画区域　157.00 ha

泉川第２排水区

全体計画区域　142.60 ha

流 入 区 域 　 23.00 ha

事業計画区域　142.60 ha

流 入 区 域　      - ha

泉川第１排水区

全体計画区域　 92.40 ha

流 入 区 域　      - ha

事業計画区域　 92.40 ha

北岨排水区

全体計画区域　 22.00 ha

流 入 区 域　      - ha

係る調査検討業務

令和５年度 効率的な施設改築整備に

係る計画検討業務
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